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民事訴訟法（ＩＴ化関係）部会資料 ９ 

 

特に検討すべき項目１（オンライン申立て一本化，送達） 

  

（前注） 

１ オンライン申立てにより訴えを提起するためには事件管理システムの利用の登録をする

必要があり，具体的な取扱いの一例として，次のようなことが想定される（なお，以下は本

部会資料中の各項目の検討に当たっての差し当たりの前提として考えられ得る一例を示す

ものにすぎず，提案として示すものではない。）。 

① 訴えを提起することを前提として事件管理システムを利用する旨の登録をし，アカウ

ントが作成される。 

② 電子訴状，電子化した資格証明（電子委任状等），電子化した書証の写しの電子データ

をオンラインで裁判所のコンピュータに記録する。 

③ 裁判所は，被告に対し，②で記録された電子訴状等の電子データを書面に出力したも

の，あるいは原告から提出された副本を送達する。 

④ ①で作成されたアカウントは，事件終了後に他の事件について当然には流用されない。 

２ 事件管理システムの利用の登録をしてオンライン申立てをした者は，当該事件の係属中

（上訴審も含む。）においては，オンライン申立てによらなければならないとすることが考

えられる。 

 

第１ オンライン申立て一本化 

訴えの提起等裁判所に対する申立て等のうち書面等をもってするものとさ

れているものについて，オンライン申立てによらなければならないこととする

ことについて，どのように考えるか。 

【甲案】 

１ 訴えの提起等裁判所に対する申立て等（書証の写しの提出を含む。）のう

ち書面等をもってするものとされているものについては，オンライン申立て

によらなければならない。ただし，オンライン申立てによることができない

やむを得ない事情があると認めるときは，この限りでない。 

２ 電気通信回線の故障等の事情があった場合に係る規律の在り方について

は【Ｐ】 

【乙案】 

１ 訴訟代理人（法第５４条第１項ただし書に規定する訴訟代理人は除く。）

がいるときは，訴えの提起等裁判所に対する申立て等（書証の写しの提出を

含む。）のうち書面等をもってするものとされているものについては，オン



2 

ライン申立てによらなければならない。 

２ 電気通信回線の故障等の事情があった場合に係る規律の在り方について

は【Ｐ】 

（注）オンライン申立てに一本化された場合に書面でされた申立て等の取扱いについて，どの

ように考えるか。 

 

（説明） 

１ オンライン申立ての一本化（義務化） 

⑴ 第１は，訴えの提起等裁判所に対する申立て等のうち書面等をもってするとされ

ているものについて，オンライン申立てによらなければならないこととすることに

ついて問うものである。 

このうち，【甲案】は，訴訟記録の電子化が自動的に実現されることに伴う当事者

の利便性の観点などから，裁判所に対する申立て等については，オンライン申立て

に一本化するものである。第１回会議においては，将来のあるべき姿として，これ

に賛成する意見があったが，パソコンやインターネットを利用していない者，ＩＴ

に習熟していない者などオンライン申立てに対応することが困難な者にとって，オ

ンライン申立ての一本化は司法アクセスを後退させることにもなり得ることを踏ま

え，これらの者についても例外として書面による申立て等を許容すべきであるとの

意見や，現段階においては，慎重な考慮が必要であるとの意見などもあった。 

また，【乙案】は，弁護士，司法書士等の訴訟代理人についてオンライン申立ての

みとすることをそれぞれ提案するものである。第１回会議においては，オンライン

申立てに一本化する最低限の範囲としては，おおむね賛同が得られたが，【乙案】自

体についての段階的実現や例外の許容を求める意見もあった。 

⑵ もっとも，第１回会議においては，【甲案】と【乙案】のいずれを採るにせよ，そ

の当否や例外の検討に当たっての前提として，例えば，書面によって訴えが提起さ

れた場合の取扱いなどより具体的な制度設計の在り方についての認識が共有される

必要があるのではないかとの指摘が複数寄せられたところである。 

そこで，以下においては，オンライン申立てによらなければならないとされている者

が書面でした申立て等の取扱いについての一つの考え方を提示し，議論の前提となるべ

き具体的な制度設計の在り方についての認識の共有を図ることとしたい。 

なお，【甲案】と【乙案】のいずれを採るにせよ，電気通信回線の故障等の事情が

あった場合に係る規律の在り方については本則に合わせて検討する必要があること

から，本部会資料では【Ｐ】としている。 

 

２ オンライン申立ての一本化がされた場合に書面でされた申立て等の取扱い 
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⑴ 例えば，【甲案】を採用した場合において，訴状又は反訴状（書面のものをいう。

以下「訴状等」という。この項において同じ。）が提出されたときには，その訴状等

を提出することによってした訴えは，原則として不適法となる。 

もっとも，【甲案】においては，上記のとおり，書面等をもって申立て等をするこ

とができる例外を設けることとされている。そのため，当事者本人から訴状等が提

出された場合であっても，例外の要件に該当するかどうかの判断が必要となる。 

また，これらの提出の時期は，時効の完成猶予（法第１４７条）や出訴期間の遵守

（行政事件訴訟法第１４条等）の基準となることから，これらの受付を拒むことに

より生ずる法的効果への影響は大きい。そのため，この点を考慮し，できる限りそ

の受付を拒むことは避けるとの方向で制度設計をすべきであるとも思われる。 

そこで，現行の訴状審査権に類する審査権を創設し，当事者本人から訴状等が提

出されたときは，いったん受付をした上で，書面等をもって申立て等をすることが

できる例外に当たるかどうかの判断，すなわち様式の遵守の有無に関する審査をす

る機会を設けることが考えられる。 

具体的な取扱いとしては，例えば，以下のとおりとすることが考えられる。 

① 訴状等の提出者から訴状等の提出と同時に例外の要件に該当する旨の申出があ

り，裁判長がその申出の内容，資料から例外の要件に該当すると判断したときは，

その訴状等に係る訴えは，適式に提起されたこととなる。 

② 訴状等の提出者から例外の要件に該当する旨の申出があるが，裁判長が例外の

要件に該当すると判断することができないときは，例外の要件に該当することを

裏付ける資料の提出又はオンライン申立てによることの補正を命じ，補正がされ

なければ，訴状等を却下する。 

③ 訴状等の提出者から例外要件に該当する旨の申出がないときは，裁判長が例外

の要件に該当する旨の申出及びその裏付けとなる資料の提出又はオンライン申立

てによることの補正を命じ，補正がされなければ，訴状等を却下する。 

以上は，【甲案】を採る場合に当事者本人から提出があったときの規律であり，【甲

案】を採る場合において訴訟代理人から提出があったとき及び【乙案】を採る場合

には，現段階では，例外を設けることは想定されていない。そのため，訴訟代理人か

ら訴状等の提出がされたときは，例外がない以上は不適法な訴えとして，訴状等を

受け付けないとすることが考えられる反面，このような場合であっても，訴状等の

受付を拒むことが上記の法的効果に影響を及ぼすものであることを踏まえ，例外の

要件の有無にかかわらず，いったん受付をした上で，補正を命じ，補正がされなけ

れば，訴状等を却下することとすることも考えられる。 

⑵ 答弁書，準備書面，書証の写し等（以下「準備書面等」という。）の上記の審査権

（訴状審査権に類する審査権）の規律が及ばないものについては，訴状等の検討の
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結果を踏まえつつ，具体的に問題となる場面について検討することとなると考えら

れる。 

また，訴訟代理人から準備書面等の提出がされたときは，【乙案】を採る場合はも

ちろん，【甲案】を採る場合でも，当該訴訟代理人が任意に電子準備書面等の提出を

しない限り，準備書面の陳述をすることはできない。 

 

３ 適式な書面による申立て等の取扱い 

全面的に訴訟記録を電子化する場合に，上記２のとおり，【甲案】を採り，書面によ

る申立て等がオンライン申立ての例外の要件に該当するかどうか判断するために，い

ったん書面の受付をした上で，例外の要件に該当すると判断したときは，その申立て

等に係る書面について，裁判所等において電子化する必要が生ずる。なお，【乙案】を

採った場合において訴訟代理人がいない本人から書面による申立てがされたときも同

様に電子化する必要が生ずる。 

裁判所で電子化を実施するに当たっては，書面を提出した者が正確に電子化された

かどうかを確認した上で一部電子化がされていない場合には改めて電子化を求めるこ

とができるとの規律を設けることが考えられる。 

また，書面を提出した者に上記の確認の機会を確保するため，裁判所は，電子化した

後一定期間が経過するまでの間書面を保管すること（保管期間経過後は廃棄すること）

などの検討も必要となる。 

 

第２ 送達 

１ システム送達 

現行法上認められている送達方法に加えて，事件管理システムを利用した送

達方法（システム送達）を新たに設けることとし，その具体的な規律を次のと

おりとしては，どうか（なお，送達すべき電子書類を閲覧しない場合に関する

特則については，後記２で検討する。）。 

⑴ 通知アドレスの届出 

当事者，法定代理人又は訴訟代理人（以下「当事者等」という。）は，事

件管理システムの利用の登録をする場合には，裁判所からの通知を受けるべ

き一又は二以上の電子メール等のアドレス（通知アドレス）を受訴裁判所に

届け出なければならない。 

⑵ システム送達 

ア 法第９９条及び第１０１条の規定にかかわらず，当事者等のいずれかが

事件管理システムの利用の登録をしている場合には，送達は，裁判所書記

官が事件管理システムの利用の登録をしている当事者等を送達を受ける
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べき者として送達すべき電子書類を事件管理システムに記録し，その通知

アドレスに宛ててその旨を通知してする。 

イ 二以上ある当事者等が事件管理システムの利用の登録をしている場合

には，当事者等は，このうち一又は二以上の者を送達を受けるべき者とし

て届け出ることができる。この場合には，アの規定による送達は，アの規

定にかかわらず，その届出に係る者に対してする。 

⑶ システム送達の効力発生時期 

⑵による送達は，送達を受けるべき者が事件管理システムに記録された送

達すべき電子書類を閲覧した時（送達を受けるべき者が二以上あるときは，

最初に送達すべき電子書類を閲覧した者に係る閲覧の時）にその効力を生ず

る。 

（注）システム送達により訴状を送達することができる場面を拡大するための方策につい

て，どのように考えるか。 

 

（説明） 

１ 通知アドレスの届出 

現行法上，当事者等は，送達を受けるべき場所を受訴裁判所に届け出る義務を負っ

ており（法第１０４条第１項），この届出があった場合には，送達は，届出に係る場所

においてするものとされている（同条第２項）。システム送達は，送達を受けるべき者

が事件管理システムの利用の登録をして通知アドレスを届け出た場合に，送達すべき

電子書類を事件管理システムに記録し，当該通知アドレスに宛ててその旨を通知して

するものであるが，この通知アドレスの届出は，現行法における送達場所の届出に準

ずるものとして理解される。 

なお，本文は，事件管理システムの利用の登録をした場合であっても，当事者等は，

法第１０４条第１項の規定する義務を負うことを前提としている。この場合には，通

知アドレスに加えて，送達場所の届出を義務付ける意義は乏しいとも思われるが，送

達すべき電子書類を閲覧しない場合に関する特則の例外を設け，これに該当する場合

には，書面による送達をすることとした場合には，これに備えて，送達場所の届出をも

併せて義務付ける意義はあるものと考えられる。そのため，当事者等は，事件管理シス

テムの利用の登録をした場合であっても，別途，送達を受けるべき場所を受訴裁判所

に届け出なければならないとすることが相当であると考えられる。 

また，第２回会議では，送達すべき電子書類が事件管理システムにアップロードさ

れた旨の通知の見逃しを防止する観点からは，複数の通知アドレスの届出を認めるこ

とが便宜である旨の意見が出された。そこで，本文では，複数の通知アドレスを届け出

ることができることを明確にする趣旨から，「一又は二以上の」通知アドレスを届け出
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ることとしている。 

 

２ システム送達の要件 

部会資料３においては，ＩＴ機器の利用に習熟していない者や，インターネットに

接続する環境にない者の裁判を受ける権利に配慮する見地から，送達を受けるべき者

が事件管理システムの利用の登録をしていることをシステム送達の要件とすることを

提案したが，第２回会議においては，この点についての異論はなかった。そこで，本文

では，システム送達の要件について，部会資料３における提案内容を維持することと

している。 

他方で，送達を受けるべき者が事件管理システムの利用の登録をしている場合であ

っても，書面による送達をする例外的な場合があるかどうかについては，災害等により

送達を受けるべき者が事件管理システムにアクセスできなかった場合など，送達を受

けるべき者に対しシステム送達の効力を及ぼすことを否定すべき場合は想定し得ると

いう意見があった反面，このような場合については，後記の送達すべき電子書類を閲覧

しない場合に関する特則の例外に関する議論の中で検討すべきであるとの意見も複数

出された。 

送達を受けるべき者の居住する地域に大規模な停電やシステム障害が生じている場

合等その者が事件管理システムにアクセスすることが困難であると思われるときであ

っても，その者が他の地域に移動したり，当初の想定よりも早くシステム障害が復旧し

たりするなどして，結果的に，その者が事件管理システムにアクセスし，送達すべき電

子書類を閲覧することはあり得る。そのため，一律にシステム送達自体を行わないこと

とするのではなく，実際に閲覧することができなかったときにおけるシステム送達の

効力の問題として取り扱うこととする方がより合理的であるようにも思われる。また，

送達を受けるべき者の居住する都道府県等に大規模な停電等が発生している場合であ

っても，その全域において，全ての世帯に停電等が生じているわけではないことも想定

されることを踏まえると，裁判所書記官において，送達を受けるべき者が実際に事件管

理システムにアクセスすることが困難な状況にあるかどうかについての判断をするこ

とは困難である場合もあるとも思われる。 

以上を踏まえ，本文では，送達を受けるべき者が事件管理システムの利用の登録を

している場合には，システム送達により送達をすることとし，その例外を設けない（送

達を受けるべき者がやむを得ない事由により送達すべき電子書類を閲覧することがで

きなかった場合の方策については，後記の送達すべき電子書類を閲覧しなかった場合

に関する特則の中で検討する。）こととしているが，この点について，どのように考え

るか。 
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３ システム送達の方法等 

部会資料３では，システム送達の方法として，事件管理システムに送達すべき電子

書類をアップロードし，送達を受けるべき者の通知アドレスにその旨を通知する方法

を提案したが，第２回会議においては，このような方法により送達を行うことについ

て，反対する意見はなかった。そこで，本文では，システム送達の方法について，部会

資料３における提案内容を維持することとしている。 

なお，現行法上の送達は，送達すべき書類を現実に郵送することにより行われてい

ることから，送達すべき書類を閲読することができるのは，第一次的には当該書類を

現実に受領したものに限られるはずであり，その意味で，送達を受けるべき者が複数

存在することは想定されていない。これに対し，システム送達においては，事件管理シ

ステムの利用の登録をしている者が複数いる場合には，事件管理システム上閲覧権限

がある限り，そのいずれもがアップロードされた送達すべき電子書類を閲覧すること

が可能であるはずであり，また，そのようにすることが，送達すべき電子書類の内容を

確実に了知させるという観点からも望ましいものと思われる。そこで，本文では，事件

管理システムの利用の登録をしている者が複数いる場合には，その全員がシステム送

達における送達を受けるべき者となることを原則としている。 

以上のように，送達を受けるべき者が複数いる場合を想定した場合には，システム送

達の効力発生時期を考える上で，そのいずれの閲覧が基準となるのかを整理する必要

がある。そして，この点については，いずれの者も送達を受けるべき者としての地位に

ある以上，少なくともその一部の者が閲覧をすれば有効に送達がされたものと取り扱

われ，送達の効力の発生時期としても，最初に閲覧した者に係る閲覧の時に送達の効力

が発生すると考えるのが相当であるように思われる。もっとも，このように解すると，

当事者及び訴訟代理人のいずれもが事件管理システムの利用の登録をしている場合に

おいて，訴訟代理人が意図しないところで当事者が送達すべき電子書類を閲覧するな

どしたときに，訴訟代理人の訴訟活動に支障を生ずるおそれもあるとも思われる。 

そこで，本文では，原則として事件管理システムの利用の登録をした当事者等の全

員が送達を受けるべき者となることとしつつ，届出により，その一部のみを送達を受

けるべき者とすることを認めるとの規律を設けることを提案しているが，この点につ

いて，どのように考えるか。 

 

４ システム送達の効力発生時期 

部会資料３では，送達を受けるべき者が事件管理システムにアクセスし，送達すべ

き電子書類を閲覧した時に送達の効力を生ずるとする規律を提案したが，この点につ

いては，特段の異論はなかった。そこで，本文では，システム送達の効力発生時期につ

いて部会資料３における提案を維持することとしている。 
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なお，前記のとおり，システム送達における送達を受けるべき者が複数いる場合も

想定されるが，このような場合においては，このうち送達すべき電子書類を最初に閲

覧した者に係る閲覧の時（送達を受けるべき者を一部の者に限る届出があった場合に

は，届出のあった者のうち最初に閲覧した者に係る閲覧の時）に送達の効力を生ずる

とするのが相当であると考えられる。 

 

５ システム送達により訴状を送達することができる場面を拡大するための方策 

第２回会議においては，システム送達により訴状を送達することができる場面を拡

大する観点から，訴え提起時におけるシステム送達の特則として，送達を受けるべき

者が自ら届け出た通知アドレスに対してではなく，原告の提出した被告の電子メール

等のアドレスに対して通知をする方法によりシステム送達を行う旨の規律を設けるこ

との当否について議論されたが，原告やその関係者によるなりすましの危険がある等

の理由から，慎重な意見が多く出されたところである。 

部会資料３においても検討しているとおり，訴え提起時におけるシステム送達の特

則を設け，原告の提出する被告のメールアドレス等に通知を発出する方法によりシス

テム送達をした場合には，原告又はその関係者が被告になりすまして不正に債務名義

を得ようとする等のおそれがあることを否定することはできないものと思われる。ま

た，第２回会議において複数の委員から示されたように，事件管理システムの利用の

登録をしていない者に対して裁判所から突然通知が送付されるという場合を認めるこ

とにより，これを悪用し，詐欺的なメールを送付する者が生じ，消費者被害等につなが

るおそれもあるものと考えられる。そのため，部会資料３において提案した訴え提起

時におけるシステム送達の特則については，相当でないものと思われる。 

もっとも，被告による事件管理システムの利用の登録の在り方によっては，システ

ム送達により訴状を送達することができる事案が限定的なものとなる可能性もあるも

のとも思われる。この場合には，訴状の送達という場面でのＩＴ化のメリットは一定

程度減殺されることは否定することができない。 

そこで，訴状の送達の場面においても最大限にＩＴを活用し，そのメリットを享受

する観点から，システム送達により訴状を送達することができる場面を拡大するため

の方策について，どのように考えるか。 

 

２ 送達すべき電子書類を閲覧しない場合に関する特則 

送達を受けるべき者が事件管理システムに記録された送達すべき電子書類

を閲覧しない場合に関する特則を設けることとし，その具体的な規律を次のと

おりとすることについて，どのように考えるか。 

送達を受けるべき者が送達すべき電子書類が事件管理システムに記録され
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た旨の通知が発出された日から一定の期間（例えば「一週間」）経過する日ま

でに当該電子書類を閲覧しないときは，その日が経過した時にこれを閲覧した

ものとみなす。ただし，送達を受けるべき者がその責めに帰することのできな

い事由により送達すべき電子書類を閲覧することができなかった場合には，こ

の限りでない。 

 

（説明） 

１ 問題の所在 

部会資料３における提案内容については，第２回会議において，電子メールはシス

テムの障害等何らかの理由により相手方に到達しないことがあり得るため，通知が確

実に到達したことを確認する手立てを講ずるべきであるという意見や，通知が到達し

なかった場合に送達の効力を否定する規律を設けることを検討すべきであるという意

見が出された。また，前記のとおり，災害等によって大規模な停電が生じたり，送達を

受けるべき者がインターネットを利用することができなくなったりする事態が生ずる

ことも想定され，このような場合については，送達すべき電子書類を閲覧しない場合

に関する特則（以下「みなし閲覧の特則」という。）の例外を設けることを検討すべき

であるとの意見も出された。 

送達を受けるべき者が送達すべき電子書類を閲覧しない場合に，改めて書面を郵送

する方法による送達をすることとすると，送達を受けるべき者において，送達すべき

電子書類の閲覧を怠ることにより，送達の時期を意図的に遅らせることができること

ができることとなり，相当でないと考えられる。他方で，送達を受けるべき者がその責

めに帰すべきでない事由により送達すべき電子書類を閲覧することができなかった場

合であっても，送達の効力は発生したものとして取り扱い，その者の救済は，訴訟行為

の追完（法第９７条）等既存の制度によってとすることも考えられるが，このような考

え方は，後記のとおり，十分なものとはいい難いように思われる。 

みなし閲覧の特則を設けることとするかどうかの検討に当たっては，このような観

点からの配慮が必要となる。 

 

２ みなし閲覧の特則の例外 

通知アドレスに宛てて通知が発出されてから一定の期間が経過する日までに送達す

べき電子書類が閲覧されなかった場合に，送達を受けるべき者が当該電子書類を閲覧

したものとみなされ，送達の効力が生ずるものとすると，当該通知が何らかの事情で

送達を受けるべき者に到達しなかった場合等においても，一定期間の経過により送達

の効力が生ずることとなる。送達を受けるべき者に通知が到達しない場合としては，

裁判所の事件管理システムに不具合が生じている場合や，裁判所又は送達を受けるべ
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き者の使用するメールサーバに障害が生じている場合，裁判所の使用するメールサー

バと送達を受けるべき者の使用するメールサーバとをつなぐネットワークや，送達を

受けるべき者の使用するメールサーバと送達を受けるべき者の端末とをつなぐネット

ワークに不具合が生じている場合等（天災等を原因とする場合を含む。）様々な状況が

想定される。このような場合には，送達を受けるべき者にとって送達の事実を認識す

る契機がないことから，送達すべき電子書類を閲覧する機会が減少するおそれがある

ことは否定し得ず，このような場合にも送達すべき電子書類を閲覧したものとみなし，

送達の効力を生ずるとすると，送達を受けるべき者に過度な不利益を生ずるおそれが

あると思われる。 

以上のような観点から，本文では，送達を受けるべき者が，その責めに帰すことので

きない事由により送達すべき電子書類を閲覧することができなかった場合（具体的に

は，上記のようなサーバやネットワークの障害等により通知アドレスに宛てて発出さ

れた通知が到達しなかった場合や，送達を受けるべき者が災害等により情報機器を使

用することができなかった場合等を想定している。）には，みなし閲覧の特則を適用せ

ず，送達の効力を生じないこととしている。 

もっとも，このような規律を設けた場合には，送達の効力が事後的に否定される余

地を広く認めることとなり，手続の安定性を欠くこととなるとの批判を免れ得ないよ

うにも思われる。 

以上を踏まえ，通知の発出から一定期間の経過後に送達すべき電子書類を閲覧した

ものとみなすことを原則としつつ，一定の場合にその例外を設けることについて，ど

のように考えるか。 

 

３ 考えられるその他の方策 

裁判所書記官が送達を受けるべき者に対してした通知がその責めに帰することがで

きない事由により送達を受けるべき者に到達しなかった場合において，このような場

合をみなし閲覧の特則の適用から除外する方法としては，本文のような例外を設ける

ことのほかに，みなし閲覧の特則の規律内容自体を変更し，通知の到達を前提として，

通知が到達してから一定期間の経過により送達すべき電子書類を閲覧したものとみな

すこととすることも考えられる。もっとも，裁判所において通知が到達したことを確

実に了知し，これを裁判所書記官において公証することを可能とすることには困難が

伴うものと考えられることからすれば，このような考え方をとることは現実的でない

ように思われる。 

他方で，送達を受けるべき者の救済については，みなし閲覧の特則の例外を設ける

ことによって図るのではなく，不変期間を遵守することができなかった場合における

訴訟行為の追完等既存の制度によって図ることとすることも考えられる。具体的には，
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判決を閲覧することができず，上訴期間内に上訴をすることができなかった場合や，

決定がシステム送達された場合においてこれを閲覧することができず，即時抗告期間

内に即時抗告をすることができなかった場合には，訴訟行為の追完を認めることによ

り送達を受けるべき者を救済することができると考えられる。また，訴状及び呼出状

を閲覧することができず，いわゆる欠席判決がされた場合には，再審（法第３３８条第

１項第３号）により救済を図ることもできると考えられる。もっとも，これらの制度が

送達を受けるべき者の保護として十分かどうかは問題となり得るものと思われる。 

また，送達すべき電子書類のうち，送達を受けるべき者において送達の事実及びそ

の時期を予見することができるもの（具体的には，判決がこれに当たるものと思われ

る。）については，送達を受けるべき者は，通知の有無にかかわらず，自ら事件管理シ

ステムを確認すべきであって，これを一定の期間にわたり怠った場合に送達の効力を

生ずるものとしてもやむを得ないという考え方から，このようなものに限ってみなし

閲覧の特則の規律を適用することとし，その例外を基本的に設けないことも考えられ

る（なお，第２回会議では，送達を受けるべき者において送達がされる時期を予見する

ことができないものについてシステム送達が利用される場合については，みなし閲覧

の特則の適用には慎重な考慮が必要であるとの意見も出された。また，送達をするこ

とにより，送達を受けるべき者に重大な影響を及ぼすものであって，かつ，送達を受け

るべき者が送達を予期することができない書類については，みなし閲覧の特則の適用

を除外し，それ以外の書類に限り，みなし閲覧の特則を適用すべきであるとの意見も

あった。）。 

以上を踏まえ，みなし閲覧の特則の規律の具体的内容について，どのように考える

か。また，以上のほか，考えられる方策はあるか。 

 

 


